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地域づくりに資する事業の一体的な実施について 

 
 

 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、厚生労働省では「地域共生社会」の実現を掲げ、公的支援のあり方を「縦割り」から

「丸ごと」へと転換していくこと、「我が事」「丸ごと」の地域づくりを育む仕組みへと転換

していくことを目指し、改革を進めることとされております。 

 従来から、地域づくりに資する事業としては、介護保険制度の地域支援事業、障害者総合

支援制度の地域生活支援事業、子ども・子育て支援新制度の地域子育て支援拠点事業、健康

増進法に基づく健康増進事業などの様々な事業が行われております。 

その際、地域の支援ニーズや資源の状況によっては、これらの事業を連携して一体的に実

施することにより、それぞれの事業の効果、効率性や対象者の生活の質を一層高めることが

できる場合も多いと考えられ、地域によっては、既に分野を横断して事業の一体的実施に取

り組んでいるところもあります。 

厚生労働省は、「地域共生社会」の実現に向けて、こうした創意工夫のある取組を後押しし

ていきたいとし、今般、都道府県等行政に対し、上記のような地域づくりに資する事業を一

体的に実施することができる旨や、その費用の計上方法について示した通知を発出し、本会

宛に情報提供がありましたのでご連絡申し上げます。 

 つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会傘下の郡市区医

師会への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。 

 

（添付資料） 
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地域づくりに資する事業の一体的な実施について

　

昨今、 疾病や障害・介護、 出産・子育てなど、 様々な分野の課題が絡み合って複雑化し
たり、個人や世帯単位で複数分野の課題を抱え複合的な支援を必要としたりする状況がみ
られます。 また、人々の暮らしにおいては、「社会的孤立」 の問題や、制度が対象としない
ような身近な生活課題への支援の必要性の高まりといった課題が顕在化しており、さらに、
様々な問題を抱えているが、 公的支援制度の受給要件を満たさない 「制度の狭間」 の問題
も指摘されています。

　

このような課題に対応するため、厚生労働省においては、「地域共生社会」の実現を掲げ、
公的支援のあり方を「縦割り」から「丸ごと」へと転換していくこと、「我が事」「丸ごと」
の地域づくりを育む仕組みへと転換していくことを目指し、 改革を進めることとしていま
す。 これについて、 本年２月 ７日には、「「地域共生社会」 の実現に向けて （当面の改革工
程）」（厚生労働省 「我が事・丸ごと」 地域共生社会実現本部決定） を公表しました。

　

従来から、 地域の集いの場の整備、 相談支援、 地域資源の掘り起こしや開発のためのコ
ーディネート、 ボランティア養成、 権利擁護・虐待防止など、 地域づくりに資する事業と
して、介護保険制度の地域支援事業、障害者総合支援制度の地域生活支援事業、子ども・
子育て支援新制度の地域子育て支援拠点事業、健康増進法に基づく健康増進事業などの
様々な事業が行われています。 その際、 地域の支援ニーズや資源の状況によっては、 これ
らの事業を連携して一体的に実施することにより、 それぞれの事業の効果、 効率性や対象
者の生活の質を一層高めることができる場合も多いと考えられます。
地方公共団体によっては、 相談支援体制の整備などにおいて、 既に、 分野を横断して事
業の一体的実施に取り組んでいるところもあると承知していますが、厚生労働省としても、
「地域共生社会」 の実現に向けて、 このような創意工夫のある取組を後押ししていきたい



と考えております。

　

この点、「当面の改革工程」 において、「今年度中に、 介護保険制度の地域支援事業、 障
害者総合支援制度の地域生活支援事業、健康増進事業など、既存の地域づくりに資する事
業について、 権利擁護や虐待関係業務を含め、 連携して一体的に事業を実施することが可
能である旨を周知する。」と明記しており、これを踏まえ、地域づくりに資する事業を行う
に当たっての留意事項を下記のとおりお示ししますので、 本通知の趣旨・内容等を御了知
いただくとともに、 都道府県におかれましては、 貴管内の市町村 （指定都市及び中核市を
除き、 特別区を含む。） に対して周知いただきますようお願いします。

　

なお、 本通知は、 地方自治法 （昭和２２年法律第６７号） 第２４５条の４第１項の規定に基
づく技術的助言として発出するものであることを申し添えます。

記

１

　

地域づくりに資する事業の一体的実施について

　

介護保険制度の地域支援事業、障害者総合支援制度の地域生活支援事業、子ども・子

　

育て支援制度の地域子育て支援拠点事業、健康増進法に基づく健康増進事業などの地域

　

づくりに資する事業（予算による国庫補助事業や市区町村が単独事業として行うものを

　

含む。 以下同じ。） について、 市区町村は、 事業の効果、 効率性や対象者の生活の質を

　

高めるために、 複数の事業を連携して一体的に実施することができる。

　

この場合において、 一の事業を担当する職員が、 他方の事業の対象者に対し支援を提
供することを妨げない。

２

　　

費用の計上について

　　

市区町村が地域づくりに資する事業のうち、複数のものを連携して一体的に実施する
場合は、 その実施に要する総費用を事業間で合理的な方法により按分することができる。
なお、 合理的な方法の例としては、 以下の①や②が挙げられるが、 これ以外の方法でも
市区町村の実情に応じて設定することができる。 ただし、 同一の費用を複数の事業で重
複して計上することがないようにする必要がある。

　

①地域づくりに資する事業の一体的実施に要する総費用を、 市区町村内の高齢者数、

　　　

障害者数、子どもの数などの割合に応じて按分して算出された費用を、各制度に基

　　　

づく事業にそれぞれ計上する方法

　　

（具体的な例）

　　　

・ボランティア養成のための研修を、高齢者・障害者・子どもなどの研修分野ごと

　　　

に対象者を区分せず、一体的に実施し、それぞれの対象者数の割合に応じて按分

　　　

し計上する場合

　　　

・高齢者と障害者の権利擁護・虐待防止に関する研修を一体的に実施し、市区町村

　　　

内の高齢者数と障害者数の割合に応じて費用を按分し計上する場合

　

②地域づくりに資する事業に従事する職員について、それぞれの主たる業務に着目し

　　

て按分する方法

　　

（具体的な例）

　　

・地域包括支援センターが障害者や子どもまでを対象とした総合相談業務を担う場



　　

合に、 主に高齢者からの相談に応じる職員と、 主に高齢者以外からの相談に応じ

　　

る職員に区分し、 それぞれの費用を、 地域支援事業とその他の事業 （地方単独事

　　

業を含む）に計上する場合（間接経費については、地域支援事業として計上する。）

　

ただし、例えば、 通いの場としての性質から、 主に高齢者が利用する場を、一部、子
どもやその保護者、 障害者などの利用に供する場合や、 高齢者への相談支援を行う一環
として世帯全体の課題を把握するため、 高齢者以外の者への支援を行う場合など、 支援
全体が主たる目的の事業の一環として提供される場合には、 按分の必要はなく、 主たる
目的の事業に要する費用として、 総費用を計上する。 この場合、 補助金等の目的外利用
とはならない。


